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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結
会計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

第60期

会計期間

自平成20年
11月１日
至平成21年
４月30日

自平成21年
11月１日
至平成22年
４月30日

自平成21年
２月１日
至平成21年
４月30日

自平成22年
２月１日
至平成22年
４月30日

自平成20年
11月１日
至平成21年
10月31日

売上高（百万円） 23,383 24,973 10,225 12,996 44,639

経常利益（百万円） 614 711 94 421 851

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
△148 432 298 262 25

純資産額（百万円） － － 27,217 27,810 27,432

総資産額（百万円） － － 43,378 44,380 44,034

１株当たり純資産額（円） － － 2,548.822,604.342,568.90

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△13.92 40.49 27.92 24.61 2.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 40.17 26.62 － 2.28

自己資本比率（％） － － 62.7 62.6 62.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△122 1,025 － － 939

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△487 1,108 － － △1,485

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△675 △1,664 － － △781

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 7,890 8,317 7,847

従業員数（人） － － 569 538 560

  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．第60期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、第61期第２四半期連結会計期間

については、平成21年11月29日に新株予約権付社債を繰上償還したことにより潜在株式が存在しないため記

載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成22年４月30日現在

従業員数（人） 538 (175)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

　

(2) 提出会社の状況

 平成22年４月30日現在

従業員数（人） 463 (172)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、卸商社でありますので生産及び受注の状況は記載しておりません。

販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

前年同四半期比（％）　　

電線・ケーブル部門（百万円） 12,527 130.3

情報関連機器・その他部門（百万円） 468 76.4

合計（百万円） 12,996 127.1

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

        ２．電線の主材料である銅価格は、前年同期に比べ71.3％上昇しております。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

四半期報告書

 4/24



４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の景気回復を背景とした輸出の増加や企業収益の改

善の兆しなど、景気は持ち直しの動きがみられるものの、自立的回復には至らず厳しい状況で推移いたしました。

　当社グループの係わる電線業界におきましては、電線の主材料である銅の価格が、期初には１トン当たり660千

円であったものが、第２四半期連結会計期間末には770千円となりました。その結果、期中平均価格は721千円と前

年同期平均421千円に比べ71.3％上昇したものの、建設・電販向けの出荷量が減少するなど、厳しい状況で推移い

たしました。

　このような情勢のもとで当社グループは、提案型営業の推進及び新規得意先の開拓、新商品の拡販など積極的な

営業展開を図りました。　

　その結果、需要の減少の影響を受けたものの、銅価格の上昇による増収効果要因もあり、売上高は12,996百万円

（前年同期比27.1％増）となり、営業利益は371百万円（前年同期比587.7％増）、経常利益は421百万円（前年同

期比347.8％増）となりましたが、法人税等が前年同期に比べ219百万円増加したことにより、四半期純利益が262

百万円（前年同期比11.9％減）となりました。

　部門別の状況といたしましては、電線・ケーブル部門は、一部の民間設備投資が回復基調で推移し、産業用製造

設備向けFA用ケーブル等の機器用電線の売上が増加いたしました。また、建設用の電力用ケーブル、汎用被覆線

も、建設投資の減少の影響を受けたものの、銅価格上昇による製品価格の上昇により、売上が増加し、当部門の売

上高は12,527百万円（前年同期比30.3％増）となりました。

　情報関連機器・その他部門は、提案型営業を強化するとともに、付加価値のあるシステム提案を行いましたが、

需要の減少により、当部門の売上高は468百万円（前年同期比23.6％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当第１四半期連結会

計期間末に比べ1,074百万円増加し、8,317百万円（前年同四半期連結会計期間末7,890百万円）となりました。　

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は、1,014百万円（前年同四半期連結会計期間は1,391百万円の資金の増加）と

なりました。これは主に税金等調整前四半期純利益419百万円、仕入債務の増加額508百万円、減価償却費85百万

円、賞与引当金の増加額215百万円等の収入と、売上債権の増加額199百万円等の支出によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果増加した資金は、126百万円（前年同四半期連結会計期間は82百万円の資金の増加）となりま

した。これは主に有価証券の償還による収入7百万円、有形固定資産の売却による収入90百万円、保険積立金の

解約による収入11百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、69百万円（前年同四半期連結会計期間は346百万円の資金の減少）となりま

した。これは主に短期借入金の純減額50百万円、配当金の支払額17百万円等によるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設につい

て、変更したものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
事業部門
の名称

設備の内
容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の増
加能力等

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社

福岡支店

福岡市

博多区

電線・

ケーブル

部門

倉庫 815 515

自己資金

及び新株

予約権付

社債発行

資金

平成19年12月平成23年４月

土地

3,487.00㎡

建物

2,210.41㎡

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社「福岡支店」の新設計画は、完了予定年月を平成22年11月から平成23年４月に変更しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,800,000 10,800,000
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第二部

単元株式数 100株

計 10,800,000 10,800,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日　
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

自　平成22年２月１日　
至　平成22年４月30日　

－ 10,800,000 － 2,575 － 3,372
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(6) 【大株主の状況】

 平成22年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ビービーエイチ フォー フィデリ

ティー ロープライス ストック 

ファンド

（常任代理人　株式会社三菱東京

UFJ銀行決済事業部） 

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 USA

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

1,080 10.00

昭和電線ホールディングス株式　

会社
東京都港区虎ノ門１丁目１番18号 1,000 9.25

西村　元秀 大阪府豊中市 669 6.19

資産管理サービス信託銀行株式　

会社

東京都中央区晴海１丁目８番12号　　　　晴海 

アイランドトリトンスクエア　　　　オフィス

タワーＺ棟

625 5.79

日本トラスティ・サービス信託　

銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８番11号 612 5.66

西村　陽子 大阪府吹田市 529 4.89

西村　知子 大阪府豊中市 367 3.40

西村　和彦 大阪府吹田市 346 3.20

泉州電業従業員持株会 大阪府吹田市南金田１丁目４番21号 345 3.19

西村　正雄 横浜市港北区 262 2.43

計 － 5,838 54.05

　（注）１．上記、資産管理サービス信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、す

べて信託業務に係る株式であります。

２．ゴールドマン・サックス証券株式会社から、平成19年２月７日付でゴールドマン・サックス・インターナ

ショナル他１社を共同保有者とする大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、以下のとおり株式を

保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

その大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

 氏名又は名称  住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

ゴールドマン・サックス・

インターナショナル

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET

STREET LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM
 84,500  0.78

ゴールドマン・サックス・アセッ

ト・マネジメント株式会社

東京都港区六本木６丁目10番1号

六本木ヒルズ森タワー 
 300,200  2.78

 計  －  384,700  3.56
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３．モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成20年２月７日付でモルガン・スタ

ンレー・アセット・マネジメント投信株式会社他２社を共同保有者とする大量保有報告書の変更報告書の

写しの送付があり、以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半

期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

その大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

 氏名又は名称  住所
保有株券等の数

（株） 

株券等保有割合

（％） 

モルガン・スタンレー・インベス

トメント・マネジメント・

リミテッド

25 CABOT SQUARE CANARY WHARF LONDON

E14 4QA UNITED KINGDOM
 61,400  0.57

モルガン・スタンレー・アセット

・マネジメント投信株式会社

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー
 308,000  2.85

モルガン・スタンレー・インベス

トメント・マネジメント・インク

1221 AVENUE OF THE AMERICAS,NEW YORK

NY10020,USA
 25,800  0.24

 計  －  395,200  3.66

４．株式会社みずほ銀行から、平成21年２月６日付で株式会社みずほ銀行他２社を共同保有者とする大量保有報

告書の変更報告書の写しの送付があり、以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。

その大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

 氏名又は名称  住所
 保有株券等の数

（株） 

 株券等保有割合

（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号  41,000  0.38

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号  553,500  5.13

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３丁目５番27号  88,100  0.82

 計  －  682,600  6.32

５．エフエムアール エルエルシーから、平成21年５月11日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があ

り、以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

その大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

 氏名又は名称  住所
 保有株券等の数

（株） 

 株券等保有割合

（％）

エフエムアール エルエルシー
82 DEVONSHIRE

STREET,BOSTON,MASSACHUSETTS 02109,USA
 1,031,200  9.55

 計  －  1,031,200 9.55
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 125,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,666,100 106,661 －

単元未満株式 普通株式 8,800 － －

発行済株式総数 10,800,000 － －

総株主の議決権 － 106,661 －

　

②【自己株式等】

 平成22年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

泉州電業株式会社
大阪市北区兎我野町
２番４号

125,100－ 125,100 1.16

計 － 125,100－ 125,100 1.16

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 1,025 896 910 910 1,006 1,150

最低（円） 800 780 820 800 816 980

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年２月１日から平成21年４月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年11月１日から平成21年４月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年11月１日から

平成22年４月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年２月１日から平

成21年４月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年４月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,320 8,847

受取手形及び売掛金 14,858 ※3
 13,847

有価証券 30 66

商品 3,224 3,064

繰延税金資産 269 272

その他 97 237

貸倒引当金 △64 △52

流動資産合計 26,736 26,283

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 4,182

※1
 4,297

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 239

※1
 261

土地 8,234 8,330

リース資産（純額） ※1
 20 －

その他（純額） ※1
 579

※1
 567

有形固定資産合計 13,256 13,456

無形固定資産 40 43

投資その他の資産

投資有価証券 1,432 1,352

長期貸付金 94 97

繰延税金資産 730 710

その他（純額） ※2
 2,622

※2
 2,642

貸倒引当金 △533 △551

投資その他の資産合計 4,347 4,251

固定資産合計 17,643 17,751

資産合計 44,380 44,034
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,166 ※3
 11,920

短期借入金 150 200

未払法人税等 328 235

賞与引当金 431 409

その他 528 450

流動負債合計 14,604 13,216

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 － 1,505

繰延税金負債 126 126

退職給付引当金 1,411 1,361

役員退職慰労引当金 282 281

リース債務 20 －

その他 124 110

固定負債合計 1,965 3,385

負債合計 16,570 16,601

純資産の部

株主資本

資本金 2,575 2,575

資本剰余金 3,372 3,372

利益剰余金 21,942 21,617

自己株式 △183 △183

株主資本合計 27,706 27,381

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 102 52

為替換算調整勘定 △8 △10

評価・換算差額等合計 94 41

少数株主持分 9 9

純資産合計 27,810 27,432

負債純資産合計 44,380 44,034
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年４月30日)

売上高 23,383 24,973

売上原価 19,336 20,990

売上総利益 4,047 3,983

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 424 410

貸倒引当金繰入額 31 16

給料及び賞与 1,139 1,100

福利厚生費 347 309

賞与引当金繰入額 441 431

退職給付費用 122 109

役員退職慰労引当金繰入額 14 18

旅費交通費及び通信費 131 117

減価償却費 160 169

その他 722 689

販売費及び一般管理費合計 3,536 3,373

営業利益 511 610

営業外収益

受取利息 11 5

受取配当金 10 5

受取家賃 48 46

仕入割引 20 19

その他 55 44

営業外収益合計 147 121

営業外費用

支払利息 1 1

為替差損 24 2

支払保証料 10 9

その他 6 7

営業外費用合計 43 20

経常利益 614 711

特別利益

保険解約返戻金 140 14

特別利益合計 140 14

特別損失

固定資産除却損 － 10

投資有価証券評価損 34 －

ゴルフ会員権評価損 2 0

役員退職慰労金 213 5

特別損失合計 250 16

税金等調整前四半期純利益 504 708

法人税、住民税及び事業税 40 285

法人税等調整額 614 △8

法人税等合計 655 276

少数株主損失（△） △2 △0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △148 432

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

四半期報告書

14/24



【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年４月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

売上高 10,225 12,996

売上原価 8,494 10,885

売上総利益 1,730 2,111

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 198 216

貸倒引当金繰入額 30 10

給料及び賞与 557 577

福利厚生費 165 158

賞与引当金繰入額 165 215

退職給付費用 54 55

役員退職慰労引当金繰入額 7 9

旅費交通費及び通信費 63 58

減価償却費 80 85

その他 353 353

販売費及び一般管理費合計 1,676 1,739

営業利益 53 371

営業外収益

受取利息 7 3

受取配当金 1 1

受取家賃 25 24

仕入割引 7 10

その他 29 22

営業外収益合計 70 62

営業外費用

支払利息 1 0

為替差損 16 2

支払保証料 6 6

その他 6 3

営業外費用合計 30 12

経常利益 94 421

特別利益

保険解約返戻金 140 0

特別利益合計 140 0

特別損失

固定資産除却損 － 1

ゴルフ会員権評価損 0 0

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益 234 419

法人税、住民税及び事業税 17 272

法人税等調整額 △79 △114

法人税等合計 △62 157

少数株主損失（△） △1 △0

四半期純利益 298 262
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 504 708

減価償却費 162 170

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19 50

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △341 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △45 21

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 27 △6

受取利息及び受取配当金 △22 △10

支払利息 1 1

有価証券償還損益（△は益） － 2

投資有価証券評価損益（△は益） 34 －

投資有価証券売却損益（△は益） 4 △0

固定資産除却損 0 10

投資事業組合運用損益（△は益） △1 －

保険解約損益（△は益） △114 △14

売上債権の増減額（△は増加） 10,386 △1,017

たな卸資産の増減額（△は増加） 715 △159

仕入債務の増減額（△は減少） △10,228 1,245

未払消費税等の増減額（△は減少） △111 40

その他 △140 178

小計 852 1,223

利息及び配当金の受取額 21 11

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △994 △207

営業活動によるキャッシュ・フロー △122 1,025

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 1,000

有価証券の償還による収入 － 7

有形固定資産の取得による支出 △565 △27

有形固定資産の売却による収入 － 90

投資有価証券の取得による支出 △38 △14

投資有価証券の売却による収入 25 2

貸付けによる支出 △3 －

貸付金の回収による収入 6 2

保険積立金の積立による支出 △37 △29

保険積立金の解約による収入 33 38

その他 92 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △487 1,108
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年４月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年４月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △50

社債の償還による支出 － △1,505

社債の買入消却による支出 △482 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △192 △107

その他 － △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △675 △1,664

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,297 470

現金及び現金同等物の期首残高 9,187 7,847

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,890

※
 8,317
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年４月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項の変更 該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年４月30日）

前連結会計年度末
（平成21年10月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、3,108百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、3,054百万円であ

ります。

※２．投資その他の資産の減価償却累計額は、その他（投

資不動産）75百万円であります。

※２．投資その他の資産の減価償却累計額は、その他（投

資不動産）71百万円であります。

  ３．              ────── ※３．連結会計年度末日満期手形等

      連結会計年度末日満期手形等の会計処理について

は、当連結会計年度の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形等の金額は、次

のとおりであります。

　 受取手形 520百万円

支払手形 0百万円

買掛金（期日振込） 749百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年４月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年４月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年４月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年４月30日現在）

現金及び預金勘定 7,990百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預
金  △100百万円

現金及び現金同等物       7,890百万円

 

現金及び預金勘定 8,320百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預
金  △3百万円

現金及び現金同等物       8,317百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　

平成22年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,800千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 125千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年１月28日

定時株主総会
普通株式 106 10平成21年10月31日平成22年１月29日利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月２日

取締役会
普通株式 106 10平成22年４月30日平成22年７月５日利益剰余金

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自  平成20年11月１日　

至  平成21年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自  平成21年11月１日　至  平成22年４月30日）

　電線卸売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自  平成20年11月１日　

至  平成21年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自  平成21年11月１日　至  平成22年４月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年４月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自  平成20年11月１日　

至  平成21年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自  平成21年11月１日　至  平成22年４月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年４月30日）

前連結会計年度末
（平成21年10月31日）

１株当たり純資産額 2,604.34円 １株当たり純資産額 2,568.90円

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年４月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年４月30日）

１株当たり四半期純損失金額 13.92円 １株当たり四半期純利益金額 40.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
40.17円

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年11月１日
至　平成21年４月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年11月１日
至　平成22年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額
  

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △148 432

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△148 432

期中平均株式数（千株） 10,675 10,674

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (－) (－)

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） (－) (－)

普通株式増加数（千株） － 84

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────

　

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

四半期報告書

20/24



前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額 27.92円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
26.62円

１株当たり四半期純利益金額 24.61円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 298 262

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 298 262

期中平均株式数（千株） 10,675 10,674

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (－) (－)

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） (－) (－)

普通株式増加数（千株） 521 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

平成22年６月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額 106百万円

(2) １株当たりの金額 10円

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成22年７月５日

（注）平成22年４月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

四半期報告書

22/24



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年６月10日

泉州電業株式会社

取締役会　御中

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている泉州電業株式会社の

平成20年11月１日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年２月１日から平成21年

４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、泉州電業株式会社及び連結子会社の平成21年４月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年６月10日

泉州電業株式会社

取締役会　御中

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮内    威　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている泉州電業株式会社の

平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22年

４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、泉州電業株式会社及び連結子会社の平成22年４月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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